
30 市町村管理構想・
地域管理構想策定推進対策 URL ＨＰ    https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html

事例等 https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000131.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村・地域 ソフト ３月～
４月頃 19

国土交通省 国土政策局
総合計画課 国土管理企画室
03-5253-8359

（百万円）

■調査内容
 市町村管理構想、地域管理構想のモデルとなる先進事例を形成するとともに、得られた知見を整理して人材育成を行う。さらに、事例形成や研修等の成果や課題等

を整理し全国展開に向けた方策検討を行う。

① 基礎情報※１を収集・分析・整理し、市町村職員や地域住民等によるワークショップ等を開催し、管理構想の検討を実施（２年程度での策定を想定）

※１ 人口・年齢、地域資源、農地・森林・宅地の分布・管理状況、災害リスク等

② 市町村や地域で管理構想づくりを進められる人材育成研修を実施

③ 事例形成や研修等で得られた成果や課題等を整理し、更なる展開に向けた方策を検討

■背景、目的
人口減少・少子高齢化の中で適切な国土管理を推進するため、令和３年６月に策定した「国土の管理構想」に基づき、市町村や地域において、土地の現状把握と将来予
測をもとに、管理の優先度や管理方法等を検討し、土地の管理の在り方を示す「市町村管理構想」「地域管理構想」の策定を推進する。

HP 事例等
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31 モーダルシフト等推進事業 URL https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
荷主企業及び貨物運送事
業者等物流に係る関係者
によって構成された協議
会であって、予め大臣の

認定を受けた者

ソフト
定額

1/2以内
2/3以内

４月～６月 40.6
国土交通省 物流・自動車局
物流政策課
03-5253-8799

趣旨・目的、内容やイメージ、流れ等の事業の詳細
（ＰＲ版等）

既存のPR版等、事業概要がわかるものを貼り付けてください。

（百万円）
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https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html


32 半島振興広域連携促進事業 URL https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000135.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村等 ソフト 1/2、1/3 1月～2月頃 60
国土交通省 国土政策局
地方振興課 半島振興室
03-5253-8425

（百万円）
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HP・事例等

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000135.html


33 豪雪地帯安全確保緊急対策交付金 URL https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000150.html 

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

道府県
市町村 ソフト 定額、1／2 随時 11月頃 75

国土交通省 国土政策局
地方振興課
03-5253-8404

（百万円）

○ 地域安全克雪方針策定への支援(補助率10/10） ※策定主体は市町村
自立的で安全な地域を実現するための将来構想を地域ぐるみで設定し、その達成のための地域のルールや各主体の取組を

定める地域安全克雪方針の策定に対して重点的な支援を行う。

○ 方針策定に向けた試行的取組への支援（補助率1/2)
方針策定に並行して行う試行的な取組に対して支援を行う。

＜取組の例＞
• 多様な主体の参画による除排雪の体制づくり

（要援護世帯等への屋根雪下ろし支援や除排雪のための
装備・資機材の購入を含む）

• 安全講習会の開催等、除排雪の担い手の育成
（移住間もない世帯への支援を含む）
• 克雪住宅化やアンカー設置に関する普及活動
• 除排雪に関する自動化、省力化等に資する技術の導入
• 所有者不明空き家の屋根雪下ろし等による落雪被害防止に係る体制づくり 等

【事業主体】
○ 道府県、市町村

概要

対象事業

 豪雪地帯において除排雪時の死傷事故が多発していることを踏まえ、将来を見据えた戦略的な方針の策定と、持続可能な除排雪
体制の整備等に取り組む自治体（道府県及び市町村）を支援する。

雪下ろし実技講習
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https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000150.html

